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　人材育成推進事業

津奈木町人材育成
推進事業募集

問政策企画課政策企画班　☎７８－３１１４（内２２１）

町内の各種人材を育成するための研修や地
域づくりのための費用を補助します。
▶対象
　町内在住で人材育成のための指導者
▶補助内容
　人材育成のための研修や地域づくりの費用
（交通費、宿泊費、謝礼金など）
▶補助金額
　人材育成に要する経費の３分の２以内
　（上限50万円）
▶募集期間
　通年
▶申込
　政策企画課備え付けの申請書に必要事項を
記入し、必要なものを添えて提出

ごみ分別冊子に
広告を載せませんか

　ごみ分別冊子広告掲載

問住民課住民班　☎７８－３１１３（内１１１）

ごみの分別方法を分かりやすく確認できるよ
う解説した「保存版津奈木町ごみガイドブック」
を本町と㈱サイネックスの官民協働事業として
作成します。ごみ分別方法やリサイクルに関す
る情報など、生活に役立つ内容を掲載します。
　このガイドブックは、地域事業者の皆さんの
ご協力による広告掲載費用で発行するもので
す。広告掲載に興味のある事業者は、㈱サイネッ
クスまでお問い合わせください。
▶製作仕様　A4版、4色フルカラー、20ページ
▶発行部数　2,200 部
▶発行日　R8.11月（配布はR9.3月予定）
※広告掲載は㈱サイネックスに、事業に関しては住
民課へお問い合わせください。
問㈱サイネックス熊本支店
　☎０９６－３６２－９７９６

粗大ごみの
休日特別受け入れ

　粗大ごみの休日特別受け入れ

問住民課住民班　☎７８－３１１３（内１１１）

粗大ごみの休日特別受け入れを行います。
処理場へ持ち込む粗大ごみは「可燃粗大ごみ」
と「不燃粗大ごみ」に分別をお願いします。

▶日時　８月2日㈰  9:00~12:00
▶場所 津奈木町ごみ処理場（☎７８－２５８４）
▶その他 粗大ごみは平日（水曜日、祝日、年
末年始を除く）も受け入れています。
▶料金表　おつりのいらないようにお願いします。
区分 基本額 加算額

可燃粗大
ごみ 300円 30㌔を超えると10㌔

ごとに100 円加算

不燃粗大
ごみ 500円 50㌔を超えると10㌔

ごとに100 円加算

指定粗大ごみ
（自転車など）

700円
（1台）

商品券が
届いていない人へ

　つなぎ応援商品券

問政策企画課政策企画班　☎７８－３１１４（内２２１）

つなぎ応援商品券の発送が6/1㈪から始ま
りました。商品券が届いていない人は以下の手
続きをお願いします。
　不在票が届いた世帯
【7/4 ㈯まで】　
再配達を依頼するか不在票を持って郵便局で
受け取り
【7/7 ㈫以降】
本人確認書類（免許証など）を持って政策企画
課窓口で受け取り

見 本

問政策企画課商工観光班　☎８３－８０６６（内７４０）

地域事業者の生産・販売力強化を支援
　津奈木町地域販売力強化設備等導入補助金

町の産業の振興や雇用の創出を図るため、地域
事業者などがします生産・販売力強化のための設
備等導入を支援します。詳しくは町ホームページを
ご覧ください。※予算がなくなり次第終了。
▶対象事業　町の産業振興と雇用創出につながる
事業で、「起業」や「新分野などへの業務拡大（異
業種連携などによる新事業創出を含む）」を伴い
生産・販売力強化をする事業。
※医療や福祉、公務などの事業を除く。
▶対象事業者　町内に事業所を置き、団体として
の組織及び責任所在が明確である事業所、団体
※法人格の有無は問わない。
▶補助率　対象経費の3/4以内
※補助率は審査で決定。

▶対象経費　対象者が対象事業を実施するのに
必要な製造設備などの整備や製造機器・事務機器・
消耗品などの購入費、事業所の賃借料及び小規模
な改修・改装にかかる工事費（設計費・監理費を
含む）など
▶限度額　【上限額】250万円
　　　　    【下限額】50万円
▶募集期限　7/17 ㈮

　津奈木町小規模事業者総合支援補助金

問政策企画課商工観光班　☎８３－８０６６（内７４０）

サービス向上・事業の拡大などに
取り組む小規模事業者を支援

町内でサービスの向上、事業の拡大に積極的に
取り組む小規模事業者を支援する「小規模事業者
総合支援補助金」を募集します。各補助金の内容
は以下の通りです。詳しくは町HPをご覧ください。
※予算がなくなり次第終了。

▶対象　新商品を開発するのに必要な経費
※製品化するまでに必要な経費に限る。
▶補助率　対象経費の2/3以内
▶上限額　40万円
　 販路開拓・拡大事業
▶対象　展示会、商談会などへの出展や営業活動
に必要な経費
▶補助率　対象経費の2/3以内
▶上限額　40万円

　新商品開発事業

　広告宣伝事業
▶対象　自社PRを目的としたウェブサイトの構築
やパンフレット作成などの広告宣伝に必要な経費
▶補助率　対象経費の2/3以内
▶上限額　20万円
　店舗等整備・生産設備等導入事業
▶対象　店舗などの改修や生産・販売力強化、業
務効率化に伴う設備などの導入経費
▶補助率　対象経費の1/2 以内
▶上限額　50万円
　専門家活用事業
▶対象　経営改善、事業継承などの専門家活用
に必要な経費
▶補助率　対象経費の2/3以内
▶上限額　20万円


